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平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

健康福祉部

新規・

事 業 名 保健環境研究所整備費
継続の別

継続

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額

２，１１４，８３５千円

（債務負担行為 ５，１９８，０００千円）
146,071 970,000 995,238 3,526

１ 趣 旨

京都府保健環境研究所及び京都市衛生環境研究所を府市協調によ

り、共同して整備する。

２ 事業概要

事業内容 本体新築工事を実施する。

【共同整備の効果】

目 的 ▲ 健康危機管理事案に対する対応力の強化

対 象 ▲ 効率的な施設整備

方法等

【建物概要】

●場 所

現京都府保健環境研究所敷地

（京都市伏見区村上町・周防町・西大手町）

●建物面積

約９，８００㎡

●スケジュール（予定）

H29～31 現地建替工事

H31秋頃 共用開始

担 当 課 ・ 担 当 名 健康福祉総務課 総務担当 課・担当 電話番号 075-414-4547

健康福祉－１



平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明
健康福祉部、商工労働観光部、建設交通部

新規・
事 業 名 京都式地域包括ケアセカンドステージ事業費 継続の別 一部新規

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 ２，０８７，２２３千円

(うち国民健康保険事業特別会計２７,０００千円) 246,600 161,000 1,389,467 290,156
１ 趣 旨

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる「あんしん社会」を構築するた
め、医療、介護、福祉のサービスを一体的に提供する「地域包括ケア」の実現に
向けて、介護予防体制を強化するとともに、京都地域包括ケア推進機構（以下「推
進機構」）を中心にオール京都体制での取組を推進する。

事業内容 ２ 事業内容
（１）介護予防地域支え合い事業【新規】 103,605千円【２－(１)】

目 的 ①社会福祉法人支援型 30,000千円 ウ
対 象 社会福祉法人による高齢者の身体機能維持・向上等の取組みに対する支援
方法等

②ＮＰＯ等支援型 43,000千円 ア、キ、ク
ＮＰＯ、ちーびず、商店街等と連携した生活援助サービスの立ち上げ支援

③市町村支援型 10,000千円 ア
市町村による介護サービス提供のための人材育成に対する支援

④共助型生活支援推進隊設置 20,605千円 ア
市町村とともにＮＰＯ等へ介護予防・生活支援サービスの創出に向けた働
きかけを実施

（２）地域展開促進事業等 1,983,618千円
①リハビリテーションプロジェクトの推進 イ
急性期から回復期、維持・生活期まで継続した総合リハビリテーション提
供体制を整備

②看取りプロジェクトの推進 ア
最期まで自分らしい暮らしを送ることができる社会を実現するため、療養

する場所や医療・介護等が柔軟に選択できる環境と体制を構築

③健康長寿・未病改善対策 オ、ケ
健康課題の解決に向けた産学公連携による研究開発の推進や市町村が実施

する健康増進事業への支援

④地域包括ケア基盤の整備 ア、ウ、エ、カ、コ
ア高 齢 者 支 援 課 介護計画・企画担当 075-414-4567

福祉サービス担当
介護予防・認定担当
地域包括ケア推進担当

イﾘﾊﾋ゙ ﾘﾃー ｼｮﾝ支援ｾﾝﾀー ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ支援担当 075-251-5399
ウ介護・地域福祉課 福祉人材・企画担当 075-414-4678

地域福祉担当
担 当 課 ・ 担 当 名 法人・事業者指導担当 課・担当 電話番号

エ障 害 者 支 援 課 地域支援・企画担当 075-414-4611
オ健 康 対 策 課 健康づくり・企画担当 075-414-4724
カ医 療 課 地域医療担当 075-414-4744

医務・看護担当
キ商業・経営支援課 商業担当 075-414-4829
ク地域力ビジネス課 地域力ビジネス支援担当 075-414-4865
ケものづくり振興課 特区・イノベーション推進担当 075-414-4849
コ住 宅 課 計画担当 075-414-5361

健康福祉－２



平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

健康福祉部、商工労働観光部

事 業 名 京都式地域包括ケアセカンドステージ事業費 新規・ 新規

（介護予防地域支え合い事業） 継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 １０３，６０５千円

－ － 48,800 54,805
１ 趣 旨

介護予防体制強化のため、多様なサービスの実施主体（事業所、ＮＰＯ、ボ

ランティア等）を育成する。

２ 事業内容

（１）社会福祉法人支援型【介護予防体制推進事業】 30,000千円 ウ

社会福祉法人による地域包括ケアの取組み推進に要する経費を支援

事業内容 （府1/2、市町村1/4）

目 的 （２）ＮＰＯ等支援型【地域の支え合い推進プログラム事業】 43,000千円

対 象 多様なプログラムを用いて、地域でサポートを必要とする方々を対象とした

方法等 介護予防・生活支援サービスの提供を促進（府2/3）

①ちーびず地域の支え合い推進プログラム 20,000千円 オ

地域力ビジネスの手法を活用した事業の立ち上げに対し、人件費等を助成

②介護予防地域人材活用プログラム 20,000千円 ア

地域の自主的な取組みによる事業の立ち上げに対し、人件費等を助成

③商店街空き店舗活用プログラム 3,000千円 エ

商店街の空き店舗を活用した事業の立ち上げに対し、店舗の改修経費等を助成

（３）市町村支援型【高齢者日常生活サポート推進事業】 10,000千円 イ

地域のボランティアや元気高齢者を、将来的に介護予防・生活支援サービス

を担える人材として育成する市町村の取組を支援

（新・地域包括ケア総合交付金）

（４）共助型生活支援推進隊設置 20,605千円 ア

地域包括ケア推進ネット（保健所）を中心に、「共助型生活支援推進隊」

を設置し、市町村とともにＮＰＯ等へ介護予防・生活支援サービスの創出に

向けた働きかけを実施

ア高 齢 者 支 援 課 介護予防・認定担当 075-414-4570

イ 地域包括ケア推進担当 075-822-3562

担 当 課 ・ 担 当 名 ウ介護・地域福祉課 法人・事業者指導担当 課・担当 電話番号 075-414-4678

エ商業・経営支援課 商業担当 075-414-4829

オ地域力ビジネス課 地域力ビジネス支援担当 075-414-4865

健康福祉－２－（１）



平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

健康福祉部

新規・
事 業 名 福祉医療制度充実費 継続の別 継 続

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 ７,２９６,９１７千円

－ － － 7,296,917

１ 趣 旨

府民の医療に係る経済的な負担を軽減し、府民の健康の保持

・増進を図る。

事業内容

目 的

対 象 ２ 事業概要
方法等

各福祉医療制度の予算額 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額

京都子育て支援医療助成費 2,027,712

ひとり親家庭医療給付事業助成費 952,282

重度心身障害児(者)医療給付事業助成費 2,031,763

重度心身障害老人健康管理事業助成費 1,164,015

老人医療給付事業助成費 1,121,145

担 当 課 ・ 担 当 名 医療保険政策課 あんしん医療推進担当 課・担当 電話番号 075-414-4576

健康福祉－３



平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

健康福祉部

新規・
事 業 名 国民健康保険事業特別会計 継続の別 新 規

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 228,322,308千円

64,149,223 - 164,173,085 -

１ 趣 旨

国保財政の安定化を図るため、財政運営を都道府県単位化し、

府が国保運営の中心的役割を担う。

事業内容

２ 事業内容
目 的

対 象 府に国民健康保険事業特別会計を設置し、財政運営の責任主

方法等 体となり運営

・市町村から納付金を徴収し、特別会計を運営。市町村毎に必

要となる給付費を交付

・財政安定化基金の設置・運営（約４０億円規模）

・国費投入及び財政安定化基金を活用した軽減措置を実施 等

担 当 課 ・ 担 当 名 医療保険政策課 国保改革担当 課・担当 電話番号 075-414-4627

健康福祉－４



平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

健康福祉部

新規・
事 業 名 国民健康保険事業特別会計 継続の別 新 規

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 228,322,308千円

64,149,223 - 164,173,085 -

１ 趣 旨

国保財政の安定化を図るため、財政運営を都道府県単位化し、

府が国保運営の中心的役割を担う。

事業内容

２ 事業内容
目 的

対 象 府に国民健康保険事業特別会計を設置し、財政運営の責任主

方法等 体となり運営

・市町村から納付金を徴収し、特別会計を運営。市町村毎に

必要となる給付費を交付

・財政安定化基金の設置・運営（約４０億円規模）

・保険料軽減措置を実施 等

担 当 課 ・ 担 当 名 医療保険政策課 国保改革担当 課・担当 電話番号 075-414-4627

健康福祉－４



平 成 ３０ 年度 当 初予算 案主 要事 項 (平 成 ２ ９ 年 度 ２ 月 補 正 含 む )説 明

健康福祉部

新規・
事 業 名 あんしん医療制度検討費

継続の別
新 規

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 １，０００千円

- - - 1,000

１ 趣 旨

子育て家庭等の経済的負担を軽減するため、医療費助成制

度全般のあり方等について、検討を行う。

事業内容

２ 事業内容
目 的

対 象 事業実施主体である市町村をはじめ、医療・福祉・社会保

方法等 障分野の有識者等の参画を得て検討会議を設置し、医療費助成

制度全般のあり方等について検討を行う。

担 当 課 ・ 担 当 名 医療保険政策課 あんしん医療推進担当 課・担当 電話番号 075-414-4576

健康福祉－５



平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

健康福祉部

新規・
事 業 名 後期高齢者保険料低減対策事業費 継続の別 継 続

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 ４２４,０００千円

- - 424,000 -

１ 趣 旨

平成３０年度の保険料について、府が設置している基金を活

用し、高齢者の保険料負担を軽減

事業内容

２ 事業概要
目 的

対 象 後期高齢者医療財政安定化基金を取り崩し、後期高齢者医療

方法等 広域連合に交付することにより、保険料の上昇を抑制

※基金は、国･京都府･広域連合が1/3ずつ拠出

担 当 課 ・ 担 当 名 医療保険政策課 あんしん医療推進担当 課・担当 電話番号 075-414-4576

健康福祉－６



平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

健康福祉部

新規・
事 業 名 国民健康保険直営診療施設整備助成費

継続の別
新規

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 ５２，０８８千円

- 50,000 - 2,088

１ 趣 旨

国民健康保険被保険者の医療の確保及び健康の保持増進を図るた

めに、国の補助金を受けて市町村保険者が実施する国民健康保険直

営診療施設整備（建物）に要する経費の一部を補助することにより、

事業内容 へき地等における国保事業の負担軽減を図る。

目 的

対 象 ２ 事業概要

方法等

対象診療施設 京丹後市立弥栄病院

対象事業 国民健康保険直営診療施設整備費（建物）

整備内容 改築工事

規模等：診療棟、病棟、給食棟

補助額 ５２，０８８千円

担 当 課 ・ 担 当 名 医療保険政策課 あんしん医療推進担当 課・担当 電話番号 075-414-4576

健康福祉－７



平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

健康福祉部

新規・
事 業 名 京都式生活・就労一体型支援事業費 継続の別 継続

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 ７５，８９９千円

40,304 － － 35,595

１ 趣 旨

生活困窮者等に対する自立就労に向けた支援等を実施するな

ど、生活と就労の一体的支援に取り組む

２ 事業内容

（１）就労サポートの推進 （58,892千円）

事業内容 ①府保健所における自立相談支援 （17,378千円）

府保健所(町村部を所管する福祉事務所)で、生活困窮者の自立

目 的 相談支援を実施

対 象 ②京都自立就労サポートセンターの運営 （41,514千円）

方法等 ・市及び府保健所における生活困窮者自立相談支援事業のサポート

・中間的就労の場の開拓等

（２）自立支援機能の強化 （7,031千円）
①生活改善・社会的自立に向けた取組 （4,863千円）

・日常生活等自立支援事業
支援拠点を設置し、日常生活・社会生活の自立、就労に必要な

基礎能力等の形成を支援

・就労体験事業
農作業、製造業、販売業等の就労体験の機会を提供

②技能・基礎能力習得に向けた取組 （548千円）

ビジネスマナーなど社会人基礎力向上のセミナー等を実施

③就労準備支援事業者等育成事業 （1,620千円）

生活困窮者等の自立を支援する社会資源の育成

（３）貧困の連鎖の防止 （9,976千円）

○子どもの居場所づくり事業

生活困窮世帯等の子(中学生等)を対象とした居場所を設置し、

生活能力や学力等の向上を支援

担 当 課 ・ 担 当 名 福祉・援護課 生活・就労一体型支援担当 課・担当 電話番号 075-693-8243

健康福祉－８



平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

健 康 福 祉 部
商工労働観光部

新規・
事 業 名 自殺防止総合対策事業費

継続の別
継 続

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額

１０２，７４６千円 70,465 － － 32,281
１ 趣 旨

京都府自殺対策推進計画に基づき、若者の自殺予防、自殺未遂者や自死遺
族への支援等の自殺対策を総合的に推進する。

２ 事業概要

事業内容
主な内容 予算額

目 的
対 象 (1) 自殺の問題に関する理解の促進と取組の推進 18,374

方法等
① 「京都いのちの日」シンポジウムの開催

拡 ② ＳＮＳ等を活用した相談・支援情報の提供
③ 小中高校生を対象にした自殺予防教育の実施
④ 民間団体等支援人材交流会の開催等

(2) 自殺の背景となる要因の軽減のための取組の推進 8,615

① 大学コンソーシアム京都における自殺対策に関す
る連続講座の開講

② 学生を対象としたメンタルヘルス対策の実施
③ 働く人のメンタルヘルス対策の実施（※）
④ ゲートキーパーの養成
⑤ 自死遺族サポーターによる支援

(3) 自殺の原因・背景に対応した支援体制等の整備 75,257

① 自殺ストップセンターによる相談・支援の実施
② 救急医療機関等と連携した未遂者支援の推進
③ 臨床宗教師による居場所づくりの推進

拡 ④ 市町村自殺対策計画の策定など市町村が行う自殺
対策事業の支援

(4) 京都府自殺対策推進協議会による施策の検証・評価 500

担 当 課 ・ 担 当 名
福祉・援護課 福祉のまち・自殺対策推進担当

課・担当 電話番号
075-414-4626

労働・雇用政策課 労働組合担当（※） 075-414-5082

健康福祉－９




